
相続・贈与・事業承継が専門です。

小規模宅地の特例の要件は居住用以外にも改正されると聞きました。
改正内容を教えてください。

平成２９年末で期限切れとなる特例は平成３０年度税制改正大綱で
どのようになりますか？
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今月のお知らせ

真ん中の□に漢字を⼊れて、⼆字熟語を４つ
作ってみましょう︕
ただし熟語は⽮印の⽅向に読みます。

※ 正解は次号資産税NEWSにて発表いたします。

今月の
クイズ

？

※ 前号（No.142 平成30年1⽉号）の解答は【作】でした。

①開→□ ②活→□
③□→売 ④□→⾒ の4つの⼆字熟語が出来ます。

見
↓

↓

→ →活

開

売
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税理士 江後慎太郎

平成30年度税制改正⼤綱が先⽇発表されました。資産課税関係では、⼩規模宅地の
特例の要件が⾒直しされます。

家族が住んでいた宅地、あるいは事業に使⽤していた宅地については、家族の⽣活
や事業を守る観点から、宅地の評価額を減額する特例（⼩規模宅地の特例）があり
ます。

⼩規模宅地の特例のうち貸付事業⽤の宅地は、被相続⼈もしくは被相続⼈と同⼀⽣
計であった親族が不動産貸付業等で使⽤していた宅地等について、相続⼈が事業を
承継し、申告期限まで所有・事業継続していた場合には200㎡まで評価額を50％減
額することが出来ます。

平成30年税制改正⼤綱では、以下の内容が新たに盛り込まれました。
①貸付事業⽤宅地等の範囲から、相続開始前3年以内に貸付事業の⽤に供された宅
地等を除外する。
②相続開始前3年を超えて事業的規模で貸付事業を⾏っている者が当該貸付事業の
⽤に供しているものを①の対象から除く。
③平成30年4⽉1⽇前から貸付事業の⽤に供されている宅地等に①②は適⽤しない。

売買しやすい貸付⽤不動産を相続開始前に取得し、⼀時的に現⾦を不動産に換えて
税負担を軽減するスキームに対応するためとみられています。

また、従来から事業的規模で貸付事業を⾏っていた第三者AからBに貸付⽤不動産
が売買され、BがAの貸付事業を引き継いでから3年以内に死亡した場合、前オー
ナーのAが貸付事業を⾏ってきた期間は考慮されず、相続開始前3年以内に貸付事業
を始めたBのその貸付⽤不動産の敷地は、貸付事業⽤宅地等に該当しないことなる
と考えられます。

⼤綱通り閣議決定された場合には、
平成30年4⽉1⽇以降に相続が開始される場合に適⽤されます。

01 今月のトピックス

貸付事業用宅地についても適用が厳格化されます。

小規模宅地の特例の要件は居住用以外にも改正される
と聞きました。改正内容を教えてください。 Q

住宅税制に関する主なものは適用期限が延長される
事となりそうです。

平成２９年末で期限切れとなる特例は
平成３０年度税制改正大綱でどのようになりますか？

A

課長 牧本

（１）住宅の譲渡関係（所得税・住⺠税）
平成29年12⽉31⽇で期限切れとなる次の特例は、適⽤期限が2年延⻑されます

⓵ 居住⽤財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除
⓶ 特定の居住⽤財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除
⓷ 特定の居住⽤財産の買換え及び交換の場合の⻑期譲渡所得の課税の特例

（２）登録免許税
次の特例の適⽤期限が2年間延⻑されます。

⓵ 特定認定⻑期優良住宅の所有権の保存登記等に対する税率の軽減措置
⓶ 認定低炭素住宅の所有権の保存登記等に対する税率の軽減措置
⓷ 特定の増改築等がされた住宅⽤家屋の所有権の移転登記に対する税率の軽減措置

（３）不動産取得税
次の特例の適⽤期限は3年間延⻑されます。

⓵ 宅地評価⼟地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の2分の1 とする措置
⓶ 住宅及び⼟地の取得に係る不動産取得税の標準税率を3 %とする措置

次の特例の適⽤期限は2年間延⻑されます。
⓵ 新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす⽇を住宅新築の⽇から1 年

を経過した⽇に緩和する措置
⓶ 新築住宅特例適⽤住宅⽤⼟地に係る不動産取得税の減額措置につき⼟地取得後の住

宅新築までの経過年数要件を緩和する措置⓷新築の認定⻑期優良住宅に係る不動産取
得税の課税標準の特例措置

（４）固定資産税
次の特例の適⽤期限が2年間延⻑されます。

⓵新築住宅に係る固定資産税の税額の減額措置
⓶新築の認定⻑期優良住宅に係る固定資産税の税額の減額措置
⓷耐震改修等を⾏った住宅に係る固定資産税の減額措置
⓸バリアフリー改修を⾏った住宅に係る固定資産税の減額措置
⓹省エネ改修を⾏った住宅に係る固定資産税の減額措置項）
ただし⓸、⓹については、適⽤対象となる住宅の床⾯積の上限を
280㎡以下とする要件が加えられます

02 連載！不動産に係る税務




